
［保健福祉部 社会福祉課 所管］ 

○社会福祉事務に要する経費（03010104） 5,596,673 円（2,862,214 円） 決算書 P138 

〈国・県：245,313 円 一財：5,351,360 円〉 

＊特定財源積算根拠 

・県委：県事務処理特例交付金   238,293 円 

・県委：社会福祉統計調査費委託金  7,020 円 

（目的） 

  福祉向上の普及啓発活動や住民への支援により福祉の増進を図る。 

（内容） 

 各種団体への負担金及び補助金を助成し福祉の増進強化を図る。 

（効果） 

  保護司会や人権擁護委員など各種団体等の支援により、社会福祉の向上に寄与した。 

 

○民生委員活動に要する経費（03010105） 4,314,899 円（4,079,151 円） 決算書 P140 

〈国・県：25,500 円 一財：4,289,399 円〉 

＊特定財源積算根拠 

・県委：県事務処理特例交付金   300 円 

・県委：民生委員推薦会交付金  25,200 円 

（目的） 

  民生委員が社会奉仕の精神をもって相談指導にあたり、関係機関との協力及び連携を図る。 

（内容） 

  民生委員・児童委員 89 人 

  坂東市民生委員協議会に対する助成  495,000 円 

（効果） 

  社会福祉の増進に寄与した。 

 

○障害者福祉に要する経費（03010106） 20,130,495 円（20,236,724 円） 決算書 P140 

［総務部 総務課 所管 510,120 円含む］ 

〈国・県：7,847,086 円 一財：12,283,409 円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国負：特別障害者手当等給付費負担金                           7,122,577 円 

・国委：特別児童扶養手当事務取扱交付金               162,509 円 

  ・県補：在宅障害児福祉手当補助金                              519,000 円 

    ・県補：軽度・中等度難聴児補聴器購入支援事業補助金         43,000 円 

（目的） 

  障がい者福祉の向上を図るため、特別障害者手当の支給、住宅リフォームの補助、福祉タク

シー券の交付等を行う。 

（内容） 

1.障害者手帳交付用診断書代補助事業 

   身体・精神に障がいを有する者に、障害者手帳・通院受給者証交付申請に必要な診断書代

を助成することにより福祉の向上を図る。 

         申請者 420 人       820,075 円     

2.特別障害者手当等支給事業 

   日常生活において常時特別の介護を必要とする重度の障がい者に対し、手当を支給するこ

とにより障がい者の福祉の向上を図る。 



    特別障害者手当   18人   月額    27,200円 

    経過的福祉手当       1人   月額    14,790円 

    障害児福祉手当   19人   月額    14,790円 

    計                9,496,770円 

 3.ミニファックス使用事業 

   聴覚に障がいを有するため、日常の交信をファクシミリで行っている世帯に対し、使用料

の一部を補助することにより社会参加の促進を図る。 

2 人   計 66,581 円 

4.障害者福祉タクシー利用事業 

   障害者に対し、医療機関等への通院等に要するタクシー料金の一部を助成する。 

   12 枚×740 円＝8,880 円 17 枚×730 円＝12,410 円   218 枚×660 円＝143,880 円   

計 165,170 円 

 5.難病患者福祉手当支給事業 

   難病患者に対し、手当を支給することにより、経済的負担の軽減を図る。 

    申請者  195 人    1,950,000 円 

 6.精神障害者通院福祉医療費 

   医療費の自己負担のうち国保・社保に関わらず半額を負担する。 

    申請者  269 人    2,918,230 円 

 7.障害者授産施設通所事業 

    1 事業所 6 人利用     144,000 円 

 8.軽度・中等度難聴児補聴器購入 86,000 円 

   難聴の児童に対して補聴器の購入補助をする。 

（効果） 

障がい者及び障がい児の福祉の向上及び介護家族の負担軽減が図られた。 

 

○障害者自立支援事務に要する経費（03010107） 3,919,683 円（4,059,494 円） 決算書 P142 

 [総務部 総務課 所管 850,200 円含む] 

〈国・県：152,998 円 一財：3,766,685 円〉 

＊特定財源積算根拠 

・県委：県事務処理特例交付金   152,998 円 

（目的） 

  障がい者福祉サービスを適正に提供するための基準となる障がいの程度区分を判定する審査

会の円滑な運営を推進する。 

（内容） 

1.障害支援区分認定等事務費 

  障がい者サービスの受給に必要な障害者審査会等に係る経費等を助成し、福祉の増進強化を 

図る。 

   ・障害者審査会委員報酬     776,000 円 

   ・医師意見書作成手数料     348,572 円 

 2.支援費システム使用料       850,200 円 

（効果） 

 福祉サービスの利用促進と福祉の増進が図られた。 

 

○障害者自立支援介護給付に要する経費（03010108） 595,244,173 円（579,478,231 円） 

決算書P142 

〈国・県：455,111,597 円 一財：140,132,576 円〉 



 ＊特定財源積算根拠 

  ・国負：障害者自立支援給付費等負担金              290,211,422円 

  ・国負：障害者自立支援給付費等負担金過年度精算金       14,832,903円 

  ・国負：障害者自立支援等医療費負担金              1,262,000円 

・県負：障害者自立支援給付費等負担金              148,103,238円 

・県負：障害者自立支援等医療費負担金                 702,034円 

（目的） 

  障がい者が日常生活を営む上で介護が必要な場合に、介護サービスを利用することにより障

がい者の自立を図ることを目的とする。 

（内容） 

 1.生活介護 

常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行い、また創作活動や

生産活動の機会も提供する。 

    利用者  152 人   393,122,964 円 

 2.施設入所支援 

   施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事等を行う。 

    入所者   93 人   150,292,479 円   

 3.療養介護 

医療と常時介護を必要とする人に、医療機関での機能訓練、療養上の管理、看護、介護及

び日常生活の世話を行う。 

    利用者    3 人    12,787,878 円 

 4.居宅介護 

   自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等（ホームヘルプ）を行う。 

    利用者   31 人     22,244,650 円 

 5.行動援護 

移動時等において必要な移動の援護を行う。 

    利用者      2 人         902,876 円 

6.短期入所 

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、入浴、排せつ、食事

の介護等（ショートステイ）を行う。 

    利用者   14 人     5,184,650 円 

7.計画相談支援 

障害者が受けるサービスの利用計画等を作成し、サービス利用計画やサービス利用状況が

適当か検証するモニタリング等を行う。 

利用者  60 人    10,652,918 円  

（効果） 

  障がい者が必要とするサービスを提供することにより、障がい者の自立が図られた。 

 

○障害者自立支援訓練等給付に要する経費（03010109） 266,057,344 円（240,302,288 円） 

                                      決算書P144 

〈国・県：196,850,579 円 一財：69,206,765 円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国負：障害者自立支援給付費等負担金                130,336,243 円 

  ・県負：障害者自立支援給付費等負担金            66,514,336 円 

（目的） 

  障がい者又はその保護者、介護者が生活訓練や就労に向けた訓練等を受け、自立を図る。 



（内容） 

1.共同生活援助 

   夜間や休日、共同生活を行う住居（グループホーム）で、相談や日常生活上の援助を行う。 

    入所者   59 人    92,037,132 円 

 2.自立訓練 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は生活能力の向上の

ために必要な訓練（機能訓練・生活訓練）を行う。 

    利用者    5 人       10,741,386 円 

 3.就労移行支援 

一般企業への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のために

必要な訓練を行う。 

    利用者   13 人       16,724,632 円 

 4.就労継続支援 

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上のた

めに必要な訓練（A型：雇用型 B 型：非雇用型）を行う。 

    利用者  A 型 25 人 B 型 84 人 146,316,296 円 

 5.就労定着支援 

   一般就労に必要な知識・能力を養い、本人の適正に見合った職場への就労と定着を目指す。 

利用者   1 人         237,898 円 

（効果） 

 訓練により自立が図られる。 

 

○障害者自立支援等医療給付に要する経費（03010110） 52,110,549 円（57,023,584 円） 

                                      決算書P144 

〈国・県：41,438,407 円 一財：10,672,142 円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国負：障害者自立支援等医療費負担金               28,987,000 円 

    ・県負：障害者自立支援等医療費負担金               12,451,407 円 

（目的） 

  障がい者（児）が更生するための医療給付を行う。 

（内容） 

 1.障害者更生医療給付事業 

   その他の疾病 9 人 生活保護者更生医療該当（人工透析）14 人  49,406,979 円 

2.育成医療給付事業 

   そしゃく機能障害 1 人  心臓機能障害 1 人 肝機能障害 1 人  

その他内部障害  2 人                      524,249 円 

（効果） 

  更生医療、育成医療給付により、障がい者（児）がスムーズに生活できるようになる。 

 

○障害者自立支援補装具給付に要する経費（03010111） 6,813,572 円（11,893,180 円） 

                                       決算書P144 

〈国・県：5,041,228 円 一財：1,772,344 円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国負：障害者自立支援給付費等負担金       3,337,835 円 

  ・県負：障害者自立支援給付費等負担金       1,703,393 円 

 



（目的） 

身体の失われた部分や障がいのある部分を補って、日常生活や働くことを容易にする用具を

給付し、障がい者の自立促進を図る。 

（内容） 

  給付金額      6,813,572 円 

・障がい者補装具 

    車椅子 4件 下肢装具  11件  義足  8件 電動車椅子 1件 義手 1件 

    補聴器  10件 靴型装具  1件  座位保持装置 1件 盲人用安全杖 1件 眼鏡 2件 

  ・障がい児補装具 

    下肢装具 4件  車椅子 6件  座位保持装置 3件  座位保持椅子  1件 

（効果） 

  失われた機能を補うことにより障がい者が自立・更生できる。 

 

○地域生活支援事業に要する経費（03010112） 55,926,138 円（57,405,710 円） 決算書 P144 

〈国・県：16,503,000 円 一財：39,423,138 円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国補：障害者地域生活支援事業費等補助金  11,002,000 円 

  ・県補：障害者地域生活支援事業費等補助金   5,501,000 円 

（目的） 

  障がい者及び障がい児が、その有する能力や適性に応じ自立した日常生活又は社会生活を営

むことができるように、地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な形態による事業を効率的・

効果的に実施し、福祉の増進を図る。 

（内容） 

1.相談支援事業 

   地域活動支援センター煌（きらめき） 

    利用者  57 人    350 件    1,816,146 円 

2.意思疎通支援（コミュニケーション支援）事業 

   茨城県聴覚障害者福祉センターやすらぎ 

    利用者  3 人    53 件     573,760 円 

3.移動支援事業 

    利用者  7 人   192 件    1,053,515 円 

4.地域活動支援センター事業 

   障がい者が通い、創作的活動又は生産活動の提供、社会との交流促進等の便宜を図る。 

    煌（きらめき）      利用者   20人   3,632,294円 

    精神障害者共同作業所   利用者   18人   7,801,000円 

    障害者ワークス      利用者   18人   22,234,000円 

    身障デイサービス（猿島） 利用者    2人     1,425,440円 

             計         58人   35,092,734円 

5.日中一時支援事業 

   しずかの創造苑外20施設 

    利用者   40人   1,952件    3,838,194円 

6.障害者（児）日常生活用具給付事業 

   在宅の重度障がい者（児）に対し、日常生活用具を給付することにより日常生活上の便宜

を図り、障がい者（児）の福祉増進に資することを目的とする。 

          給付金額            8,457,029 円 

 



    障害者日常生活用具 

     ストマ用装具 783件 オムツ  82件 頭部保護帽  2件  人工鼻 12件 

     特殊マット   1件 透析液加湿器 1件 人口喉頭(電動式) 1件 

    障害児日常生活用具 

     オムツ   87件    頭部保護帽   1件  

 7.障害者訪問入浴サービス事業費 

    申請者  5 人   3,112,560 円 

（効果） 

  障がい者（児）の自立した日常生活や社会生活を営むことが可能になり、福祉の増進が図ら

れる。  

 

○障害児通所支援に要する経費（03010113） 202,475,868 円（173,541,720 円） 決算書 P146 

〈国・県：151,176,206 円 一財：51,299,662 円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国負：障害児入所給付費等負担金       97,781,500 円 

  ・国負：障害児入所給付費等負担金過年度精算金  2,767,419 円 

  ・県負：障害児入所給付費等負担金           50,627,287 円 

（目的） 

  放課後等デイサービス等に障がい児を保護者のもとから通わせて、日常生活における基本的

動作の指導、独立自活に必要な知識技能の付与又は集団生活への適応のための訓練を提供する。 

（内容） 

1.障害児相談支援 

障がい児が受けるサービスの利用計画等を作成し、サービス利用計画やサービス利用状況

が適当か検証するモニタリング等を行う。 

利用者      65 人       8,844,919 円 

2.児童発達支援 

未就学の障がい児に日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活へ

の適応訓練その他必要な支援を行う。 

利用者   102 人    30,155,587 円 

3.放課後等デイサービス 

就学中の障がい児に、授業の終了後又は休業日に生活能力の向上のために必要な訓練、社

会との交流の促進その他必要な支援を行う。 

利用者   168 人   163,451,375 円 

 4.保育所等訪問支援  

   障害児が障害児以外の児童との集団生活に適応することができるように障害児の身体及び

精神の状況並びにその置かれている環境に応じて適切かつ効果的な支援を行う。 

    利用者   1 人          23,987 円 

（効果） 

 生活能力の向上、社会との交流等が図られた。 

 

○こども発達センター運営に要する経費（03010114） 6,254,456 円（6,687,563 円）  

決算書 P146 

〈その他：6,254,456 円〉 

＊特定財源積算根拠 

・負担金：こども発達センター利用者負担金         441,780 円 

・負担金：こども発達センター利用者負担金過年度分     6,215 円 



 ・諸収入：こども発達センター事業費負担金         5,806,461 円 

（目的） 

  就学前の発達に心配のある幼児に対して、療育等を実施し、児童福祉の増進を図る。 

（内容） 

  就学前の発達に心配のある幼児に対して、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能

の付与、集団生活への適応訓練その他必要な支援を行う。 

・発達指導臨時職員賃金            4,406,038 円 

・臨床心理士、言語聴覚士、歯科衛生士報償費  1,555,000 円     

（効果） 

  生活能力の向上、園や家庭での集団生活の安定に向けた取り組みが行われた。保護者に寄り 

添い、子育ての安心感を育てる一助になってきている。 

 

○放課後等デイサービス事業に要する経費（03010115） 4,277,914 円（4,647,855 円） 

決算書P148 

〈その他：4,224,814 円 一財：53,100 円〉 

＊特定財源積算根拠 

・負担金：放課後等デイサービス利用者負担金   221,576 円 

 ・諸収入：放課後等デイサービス事業費負担金   4,003,238 円 

（目的） 

  学童期（6歳～18 歳）の発達に心配のある児童生徒に対して療育を実施し、児童福祉の増進 

 を図る。 

（内容） 

  学童期（6歳～18 歳）の発達に心配のある児童生徒に対して、日常生活における基本的な動 

 作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練、就労に向けての適応訓練その他必要な支 

援を行う。 

  ・発達指導臨時職員賃金             1,827,368 円 

  ・施設用備品購入費                 99,341 円 

  ・委託料                     412,216 円 

  ・使用料及び賃借料                599,421 円 

（効果）    

  学校や家庭での集団生活への適応と本人及びご家族の安心への一助になっている。 

 

○社会福祉団体補助に要する経費（03010116） 59,913,686 円（58,122,678 円） 決算書 P150 

〈一財：59,913,686 円〉 

（目的） 

  市の福祉団体及び戦没者関係団体に対し活動援助を目的とする。 

（内容） 

  市身体障害者福祉協議会補助金      394,000 円 

  市視覚障害者福祉協会補助金        75,000 円 

  市保護司会補助金             43,000 円 

  市心身障害児父母の会補助金        76,000 円 

  市戦没者遺族会補助金         1,267,949 円 

  市社会福祉協議会補助金        58,018,737 円 

  市更生保護女性会補助金          39,000 円 

（効果） 

  誰もが安心して暮らせる豊かな地域社会の増進が期待できる。 



○生活困窮者自立支援事業に要する経費（03010117） 1,818,546 円（2,228,756 円）  

決算書 P150 

〈国・県：755,252 円 一財：1,063,294 円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国負：生活困窮者自立相談支援事業費等負担金  755,252 円 

（目的） 

  最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのある生活困窮者に対して、生活保護 

 に至る前の段階の自立支援策の強化を図る。 

（内容） 

  離職等により経済的に困窮し、住居を失ったまたはそのおそれがある者に対し、家賃相当額      

  生活困窮者からの相談に対応するとともに、自立に向けた計画を作成し、就労支援を行う。 

  ・主任相談支援員報酬      720,000 円 

  ・住居確保給付金        260,000 円 

  ・消耗品費            19,004 円 

 

○プレミアム付商品券事業に要する経費（03010118） 24,053,307 円（新規事業） 

決算書 P152 

 [総務部 総務課 所管 1,104,575 円含む] 

〈国・県：24,052,600 円 一財：707 円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・国補：プレミアム付商品券事業費補助金 10,444,600 円 

 ・国補：プレミアム付商品券事務費補助金 13,608,000 円 

（目的） 

  消費税・地方消費税率引き上げが低所得者・子育て世帯の消費に与える影響を緩和するとと 

もに、地域における消費を喚起・下支えするため、低所得者・子育て世帯主向けにプレミアム 

付商品券を発行する。 

（内容） 

 令和元年度住民税非課税者（住民税課税者と生計同一の配偶者・扶養親族・生活保護被保護 

者を除く）及び３歳未満の子（平成 28 年 4 月 2日から令和元年 9月 30 日までに生まれた子） 

が属する世帯の世帯主の方は、1人につき額面 2万 5千円分のプレミアム付商品券を 2万円で 

購入することができる。（5千円分の商品券を 4千円で 5回まで購入する） 

 購入引換券交付決定者（非課税者）  2,380 人 

 購入引換券交付者（子育て世帯）   1,155 人 

       計           3,535 人 

  

○生活保護事務に要する経費（03030101） 4,985,359 円（6,493,575 円） 決算書 P184 

〈国・県：1,194,000 円 一財：3,791,359 円〉 

＊特定財源積算根拠 

    ・国補：生活困窮者就労準備支援事業費等補助金  1,194,000 円 

（目的） 

   生活保護法に基づき、生活保護の実施機関として事務を行うにあたり、その体制を整え効率

化を図ることにより、制度の適正実施が期待できる。 

（内容） 

・生活保護嘱託医報酬         240,000 円 

・精神科医療要否意見書等審査委託料  168,000 円 

・消耗品、印刷製本費           81,397 円 



・郵送費、支払基金審査手数料     430,962 円 

・生活保護システム保守委託料    1,306,800 円 

・生活保護システム改修委託料    1,534,400 円 

・診療報酬明細書点検委託料      690,434 円 

 ・レセプト管理システム使用料     470,880 円 

（効果） 

  生活保護嘱託医の意見聴取により、長期医療扶助患者等に対する適切な指導に努める事がで

きた。また、レセプト管理システムの導入により業務効率が向上し、レセプト点検実施により

診療報酬の適正な支出ができた。 

 

○生活保護扶助費に要する経費（03030201） 862,098,651 円（885,679,950 円） 決算書 P186 

〈国・県：637,610,086 円 その他：1,571,602 円 一財：222,916,963 円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国負：生活保護費負担金                    629,031,000円 

・県負：生活保護費負担金（法73条関係）              8,579,086円 

・諸収入：生活保護法第63条による返還金               1,206,632円 

・諸収入：生活保護法第78条による返還金                           364,970円 

（目的） 

  要保護者に対し、一定の基準に従い必要な保護を行い、最低限度の生活を保障するとともに

その自立を期待する。 

（内容） 

 ・現状（令和 2年 3月 31 日現在） 

     保護世帯数  356 世帯 

     保護人数   462 人 

 ・扶助別内訳 

    生活扶助費       248,798,218円 

住宅扶助費        96,937,669円 

        教育扶助費         2,857,542円 

    医療扶助費       432,513,155円 

    介護扶助費       29,288,270円 

    生業扶助費     1,029,997円 

葬祭扶助費      4,518,791円 

    施設事務費          4,486,010円 

    就労自立給付金     115,812円 

（効果） 

  被保護者の早期自立に向け、日常生活・社会生活や就労支援に努めることができた。 

 

○災害救助に要する経費（03040101） 119,056 円（517,391 円） 決算書 P186 

〈国・県：69,300 円 一財：49,756 円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・県補：災害救助費繰替支弁費交付金  69,300 円 

（目的） 

 ・市在住者の住宅が火災にあった場合、見舞金を支給し被災者の自立更生の援護を図る。 

（内容）  

  ・火災見舞金  3 件×10,000 円      30,000 円 

 ・毛布のクリーニング          69,300 円 



（効果） 

被災者を慰め、自立を援助する。 

 

［保健福祉部 こども課 所管］ 

○児童福祉事務に要する経費（03020101） 34,580,361 円（32,304,068 円） 決算書 P160 

 [総務部 総務課 所管 2,079,720 円含む] 

〈国・県：11,340,344 円 その他：91,140 円 一財：23,148,877 円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国負：母子生活支援施設措置費等負担金                        1,384,022 円 

  ・国補：ひとり親家庭高等技能訓練促進費交付金                     7,914,000 円 

  ・県負：母子生活支援施設措置費等負担金                         669,252 円 

  ・県補：幼児教育・保育無償化実施円滑化事業費補助金        1,067,630 円 

・県委：県事務処理特例交付金                              305,440 円 

・負担金：日本スポーツ振興センター保護者負担金  

 H30 途中入所児分   210 円× 24 人＝ 5,040 円 

      R1 在籍児分     210 円×410 人＝86,100 円  

（目的）  

  児童福祉法の理念に基づき、児童が心身共に健やかに生まれ育成されるよう、児童の健全育

成を図る。 

（内容） 

・母子家庭等児童学資金   

      父子家庭、母子家庭または、両親のいない家庭の義務教育就学児を養育している保護者

に対し、月額 2,500 円の学資金を支給する。 

     支給額                             2,500 円×延べ 6,082 人＝15,205,000 円 

    R2.3.31 現在受給者数  407 人  

   ・交通遺児学資金   

     交通事故により父もしくは母、またはその双方を亡くした児童を養育する保護者に対し、

月額 5,000 円の学資金を支給する。 

     支給額                      5,000 円×延べ 41 人＝  205,000 円 

    R2.3.31 現在受給者数   2 人 

・ひとり親家庭高等技能訓練促進費 

     ひとり親家庭の父または母が、就職に有利で生活の安定に役立つ資格を取得するために、

養成機関で 1 年以上修学する場合に給付金を支給する。支給期間は、修業期間全期間とし

上限 4 年。さらに、養成機関で 1 年以上のカリキュラムを終了し、資格の取得が見込まれ

る者に入学支援修了一時金を支給する。 

      入学支援修了一時金 課税            25,000 円×1人   ＝  25,000 円 

                  非課税                 50,000 円×4人    ＝ 200,000 円 

     支給額          非課税        100,000円×1人×12月＝1,200,000円 

非課税        100,000円×1人× 7月＝ 700,000円 

最終年       課税         110,500円×1人×12月＝1,326,000円 

課税         110,500円×1人× 4月＝  442,000円 

非課税        140,000円×3人×12月＝5,040,000円 

非課税        140,000円×1人× 8月＝1,120,000円 

 計            10,053,000円 

  ・母子生活支援施設入所措置費                                2,677,009 円 



・家庭相談員が家庭児童福祉に関する相談指導業務を行い、虐待防止等に努めるなど家庭に

おける児童福祉の向上を図る。 

・幼児教育・保育の無償化実施に対する補助金を受け、幼児教育・保育の無償化事務を円滑

に実施する。 

（効果） 

広報紙及びホームページで母子家庭等児童学資金及び交通遺児学資金制度について周知し、

ひとり親世帯の生活の安定と児童の健全育成に寄与することができた。 

家庭相談員の設置により、要保護児童の早期対応による適切な保護と関係機関との適切な連

携を図ることができた。 

 

○子育て支援に要する経費（03020102） 12,545,309 円（15,863,042 円） 決算書 P162 

〈国・県：1,137,800 円 一財：11,407,509 円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国補：利用者支援事業費補助金                      564,000 円 

  ・県補：利用者支援事業費補助金                     564,000 円 

  ・県補：幼児教育・保育無償化実施円滑化事業費補助金            9,800 円 

（目的） 

  育児援助事業や、奨励金の支給及び子育ての相談窓口を設けることにより、子育て世代が余

裕をもって子育てができるように支援する。 

（内容） 

・さわやか子育て出産奨励金               

住民基本台帳に 1年以上登録され、2児を養育しかつ 3子以上を出産後、その児童を 1年以

上養育、監護しているものに支給する。（1人につき 500,000 円） 

支給額   第 3 子以上  第１次支給 200,000 円×延べ 40 人＝8,000,000 円 

          出産後 1年経過後に 20 万円、3年経過後に 10 万円、5年経過後に 20 万円を支給。 

支給申請者数      第 3 子    51 人 

             第 4 子以上  20 人 

・子育て支援員を窓口に配置し、子ども及び子どもの保護者等に、教育・保育、地域の子育て

支援の利用についての情報の提供、相談、助言、関係機関等との連絡調整等の支援業務を行う。 

（効果） 

  さわやか子育て出産奨励金の支給事業等により、子育て世帯の生活の安定と児童の健全な育

成が図られた。 

 

○民間保育所運営助成に要する経費（03020201） 1,003,172,781 円（923,108,677 円）  

 決算書 P164 

〈国・県：604,682,082 円 その他：50,125,700 円 一財：348,364,999 円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国負：施設型給付費負担金                          327,649,989円 

・国負：地域型保育給付費負担金                        31,854,849円 

・国負：子育てのための施設等利用給付費負担金           403,600円 

・国補：地域子育て支援拠点事業費補助金             17,830,000円 

  ・国補：一時預かり事業費補助金                 2,608,000円 

・国補：延長保育事業費補助金                  1,590,000円          

・国補：病児保育事業費補助金                  1,410,000円 

・国補：保育所等整備交付金                   5,615,000円 

  ・県負：施設型給付費負担金                          146,482,444円 



・県負：地域型保育給付費負担金                         13,116,475円 

・県負：子育てのための施設等利用給付費負担金           201,800円 

・県補：施設型給付費補助金                             11,758,855円 

・県補：多子世帯保育料軽減事業費補助金              8,709,020円 

・県補：民間保育所等乳児等保育事業費補助金           3,079,050円 

・県補：延長保育事業費補助金                  1,590,000円 

・県補：病児保育事業費補助金                                1,410,000円 

・県補：地域子育て支援拠点事業費補助金            17,830,000円 

  ・県補：一時預かり事業費補助金                 2,608,000円 

  ・県補：保育対策総合支援事業費補助金              8,935,000円 

・負担金：岩井保育園委託保護者負担金             16,991,900円 

  ・負担金：さしま保育園委託保護者負担金            15,433,350円 

・負担金：若草明徳保育園委託保護者負担金           17,292,850円 

  ・負担金：管外民間保育所委託保護者負担金             407,600円 

（目的） 

  共働き家庭が増加し、家庭外保育を必要とする児童を保育所等に入所させることにより、親

が安心して働く環境を作ることができる。また、多様化する保育需要に応えるため、様々な事

業を行う保育所等に補助金を交付することにより、子育てしやすい環境の整備や地域住民との

交流により、児童の健全育成を図ることができる。 

（内容） 

1.保育所等運営委託   延べ入所人数 11,022 人（公立除く） 

委託料（保育園）                      322,333,440 円 

扶助費（認定こども園、小規模保育事業、事業所内保育事業）  499,572,885 円 

   運営経費の一部を負担することにより、児童の健全育成及び保育所等の円滑な運営を図る。 

2.地域子育て支援センター事業委託料               53,492,000 円  

  ・岩井保育園  ・認定こども園すずのき  ・認定こども園あかつき保育園   

・さしま保育園 ・認定こども園小山保育園   ・若草明徳保育園   

・認定こども園サンキッズ 

   育児不安等への相談指導や子育てサークル等の育成・支援等により、地域における子育て

支援を民間保育園等に委託する。 

3.病後児保育事業委託料                      4,500,000 円 

  ・医療法人清風会 病後児保育施設「七星」 

   病気やけがの回復期にあるため、保育所での集団生活が困難な児童の保育を委託する。 

4.民間保育所障害児保育事業委託料                         3,036,000 円 

  ・認定こども園小山保育園  ・さしま保育園  ・認定こども園すずのき ・夢遊児園   

   障害をもつ児童を保育する保育園に、重度障害児 1人当たり月額 74,000 円、軽度障害児 1

人当たり 35,000 円で事業を委託する。 

5.民間保育所等乳児等保育事業費補助金                             6,158,100 円 

・岩井保育園 ・認定こども園すずのき ・認定こども園あかつき保育園  ・さしま保育園  

・認定こども園小山保育園  ・若草明徳保育園  ・認定こども園サンキッズ   

・夢遊児園  ・七星 

1 歳児担当（非常勤）保育士を雇用する民間保育所等に助成を行い、乳児等に対する保育

の質の向上を図る。 

6.保育所等施設整備事業費補助金                             8,422,000 円 

 ・岩井保育園 

保育所の増築工事費を補助し、施設を整備することにより、乳幼児に対し必要な保育を確



保する。 

 7.延長保育事業費補助金                                   4,771,000 円 

  ・岩井保育園  ・認定こども園あかつき保育園 ・認定こども園小山保育園  

・さしま保育園 ・若草明徳保育園 ・認定こども園すずのき 

8.一時預かり事業費補助金                     7,826,000 円 

  ・認定こども園すずのき  ・認定こども園あかつき保育園  ・認定こども園小山保育園 

・さしま保育園   ・若草明徳保育園   

   保護者の勤務形態の都合や急病、私的理由、その他の都合に対応するため、一時的保育を

行う保育園・幼稚園・認定こども園に対し､年間延べ利用児童数により、補助を行う。 

9.保育対策総合支援事業費補助金                               10,584,000 円 

 ・認定こども園すずのき ・認定こども園小山保育園 ・岩井保育園  

・さしま保育園  ・若草明徳保育園 

  短時間勤務の保育士資格を有しない保育所等に勤務する保育士の補助を行う者を雇い上げ、

保育士の業務負担を軽減し、その離職防止を図る。 

10.多子世帯保育料軽減事業費補助金                               17,420,900 円 

  ・95 世帯 

     子どもを 3人以上持つ世帯の 3歳未満の児童が保育所等に入所した場合、保育料の全額を 

補助金交付する。 

R2.3.1 現在 保育所等入所人数 1,412 人（公立 467 人 民間 945 人） 

（効果） 

各民間保育園等が実施する事業に対し、委託・補助を行うことにより、多様化する保育需要

に応じたサービスを提供することができ、子育てしやすい環境を整備し、仕事と子育ての両立

支援を図ることができた。 

 

○児童手当支給に要する経費（03020202） 814,875,439 円（848,859,350 円） 決算書 P168 

〈国・県：685,223,164 円 一財：129,652,275 円〉 

＊特定財源積算根拠 

児童手当 

   ・国負：0歳～3歳未満（被用者）               120,611,755円×37/45≒ 99,169,666円 

  ・国負：0歳～3歳未満（非被用者）          39,780,000円×4/6 ＝ 26,520,000円 

  ・国負：3歳以上～小学校修了前（被用者） 

第1子・第2子    278,520,000円×4/6 ＝185,680,000円 

                第3子           66,615,000円×4/6 ＝ 44,410,000円 

    ・国負：3歳以上～小学校修了前（非被用者） 

                第1子・第2子     99,540,000円×4/6 ＝ 66,360,000円 

                                第3子             31,110,000円×4/6 ＝ 20,740,000円 

  ・国負：中学生（被用者）           112,840,000円×4/6 ≒ 75,226,666円 

  ・国負：中学生（非被用者）           48,500,000円×4/6 ≒ 32,333,333円 

  ・国負：特例給付                13,140,000円×4/6 ＝  8,760,000円 

・県負：0歳～3歳未満（被用者）         123,930,000円×4/45 ＝ 11,016,000円 

・県負：0歳～3歳未満（非被用者）         39,780,000円×1/6 ＝  6,630,000円 

  ・県負：3歳以上～小学校修了前（被用者） 

                             第1子・第2子   278,520,000円×1/6 ＝ 46,420,000円 

                 第3子        66,615,000円×1/6 ＝ 11,102,500円 

  ・県負：3歳以上～小学校修了前（非被用者） 

                 第1子・第2子     99,540,000円×1/6 ＝ 16,590,000円 



                 第3子       31,110,000円×1/6 ＝  5,185,000円 

  ・県負：中学生（被用者）           112,840,000円×1/6 ≒ 18,806,666円 

・県負：中学生（非被用者）           48,500,000円×1/6 ≒  8,083,333円   

  ・県負：特例給付                          13,140,000円×1/6 ＝  2,190,000円 

（目的） 

  家庭における生活の安定と、次代の社会を担う児童の健全な育成及び資質の向上を図ること

を目的に支給。 

（内容） 

  1.支給対象 

0 歳から中学校修了前まで 

  2.支給額 

      3 歳未満        月額   15,000 円                                   

      3 歳以上小学校修了前  月額  10,000 円（第 3子以降は 15,000 円）          

    中学生                  月額  10,000 円                                   

      特例給付              一律    5,000円                                   

3.支給時期 

           ・6 月、10 月、2月に前月分までを支給  

   4.支給状況                            （単位：人、円） 

   被用者・非被用者別 支給延べ児童数 支給額 

被用者 8,275 124,125,000 

非被用者 2,652 39,780,000 

被用者小学校修了前 第 1子･第 2子 27,852 278,520,000 

被用者小学校修了前     第 3 子 4,441 66,615,000 

非被用者小学校修了前 第 1子・第 2子 9,954 99,540,000 

非被用者小学校修了前    第 3 子 2,074 31,110,000 

被用者中学校修了前 11,284 112,840,000 

非被用者中学校修了前 4,850 48,500,000 

特例給付        2,628 13,140,000 

      計 74,010 814,170,000 

    R2.3.31 現在 受給者数  3,721 人 

（効果） 

  手当を支給することにより、児童を養育する家庭の生活の安定と児童の健全育成に寄与する

ことができた。 

 

○児童扶養手当支給に要する経費（03020203） 288,629,720 円（223,384,976 円） 決算書 P168 

〈国・県：96,427,730 円 一財：192,201,990 円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国負：児童扶養手当負担金                              95,972,730円 

  ・国補：未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時・特別給付金事業費補助金  455,000円 

（目的） 

  父母の離婚などにより父又は母と生計を共にしていない児童の父母、あるいは父母に代わっ

てその児童を養育している人に手当を支給することにより、母子家庭等の生活の安定と自立を

支援し、児童の健全な育成の向上を図る。 

（内容） 

1.児童扶養手当 

・支給対象 



父又は母と生計を共にしない 18 歳未満の児童の父母、又は養育している人で、所得制限限度 

内の人 

全部支給                                   

    ・対象児童 1人         月額  42,910 円 

    ・対象児童 2人         月額  53,050 円 

 ・対象児童 3人         月額  59,130 円 

    ・4 人目以降は、月額 6,080 円ずつ加算   

一部支給 

・1人目は所得に応じて月額 42,900 円から 10,120 円 

2 人目は所得に応じて加算額が月額 10,130 円から 5,070 円  

3 人目は所得に応じて加算額が月額 6,070 円から 3,040 円  

   R2.3.31 現在受給者数  457 人 支給額計 288,065,800 円 

・支給時期 

4 月、8月、11 月、1月、3月に前月分までを支給 

2．未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時・特別給付金 

・母子家庭等対策総合支援として、子どもの貧困に対応するため、未婚の児童扶養手当受給者

に対する臨時・特別給付金を支給する。 

     支給対象者 26 名  支給額計 455,000 円 

（効果） 

  市広報紙やホームページで児童扶養手当の内容を周知するとともに、児童を養育している一

人親家庭等の生活の安定と自立を支援し、児童の健全育成に寄与することができた。 

 

○児童遊園地管理に要する経費（03020301） 1,227,000 円（2,094,120 円） 決算書 P168 

〈一財：1,227,000 円〉 

（目的） 

各地区児童遊園地を安全・安心に使用できるように、不適格遊具の撤去・新設等を行うこと

により、児童が安心して使用でき、健全育成が図られる。 

（内容） 

・遊具点検業務委託    児童遊園地 23 か所        610,200 円 

・各地区児童遊園地改修工事                496,800 円 

（効果） 

  児童遊園地の敷地内の整備や不適格遊具の撤去・新設を行うことができ、児童が楽しく安全

に遊ぶことができる環境を整備した。 

 

○児童センター運営に要する経費（03020401） 8,040,113 円（10,573,058 円） 決算書 P170 

〈一財：8,040,113 円〉 

（目的） 

  幼児や児童あるいは親子が安全でよりよい環境の中で過ごすために、適切な遊びの場を提供

できるよう、児童センターの適切な維持管理を図る。 

（内容） 

・児童センターの管理業務委託                   

 ・施設の管理と遊び場の提供     

（効果） 

安心して利用できる施設として、市内はもとより近隣市町からも保育園児や幼稚園児がバス

を利用しながら遠足として児童センターを活用し、楽しく遊べる場を提供することができた。 

 



○放課後児童対策に要する経費（03020501） 322,547,361 円（97,934,566 円） 決算書 P170 

 [総務部 総務課 所管 510,120 円含む] 

〈国・県：171,290,000 円 地方債：41,000,000 円 その他：42,957,700 円  

一財：67,299,661 円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国補：放課後児童健全育成事業費補助金             29,679,000 円 

  ・国補：子ども・子育て支援整備交付金              94,924,000 円 

  ・県補：放課後児童健全育成事業費補助金              23,680,000 円 

    ・県補：子ども・子育て支援整備交付金              23,007,000 円 

  ・地方債：放課後児童クラブ整備事業債              41,000,000 円 

  ・負担金：放課後児童クラブ保護者負担金                42,862,700 円 

  ・負担金：放課後児童クラブ保護者負担金過年度分               95,000 円 

（目的） 

  労働等により昼間保護者が不在の小学校 1 年生から概ね 6 年生の児童に、放課後児童クラブ

を開設し、適切な遊びの場及び生活の場を提供し、児童の放課後における安全の確保及び健全

育成を図る。  

（内容） 

  各小学校単位に放課後児童クラブを開設し、小学校1年生から概ね6年生の児童を保育する。 

・市直営   7 ヶ所  支援員  37 名 

・民間委託  5 ヶ所  支援員  20 名 

 児童クラブ入所人数（令和 2年 3月 31 日現在）             （単位：人） 

    ク ラ ブ 名 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 計 

あひるクラブ１・２ 

（岩井第一小） 
26 18 9 0 0 0 53 

ニコニコクラブ１・２・３・４ 

（岩井第二小） 
38 29 15 6 0 0 88 

元気クラブ  （弓馬田小） 4 5 2 3 1 0 15 

ちびっ子クラブ（神大実小） 13 3 4 0 2 0 22 

ひまわりクラブ （七郷小） 13 6 3 0 0 0 22 

なかよしクラブ （七重小） 16 11 9 3 0 1 40 

なつめっ子クラブ（飯島小） 6 6 6 2 0 0 20 

放課後児童クラブ「青空」 

（長須小） 
12 17 11 1 2 0 43 

放課後児童クラブ「ひまわり」

１・２（中川小） 
22 13 14 12 4 0 65 

さしま保育園児童クラブ１・２ 

（生子菅小） 
17 12 10 5 3 0 47 

若草児童クラブ１・２ 

（逆井山小） 
20 25 23 5 1 0 74 

明徳児童クラブ１・２・３ 

（沓掛小・内野山小） 
18 30 16 11 1 0 76 

           計 205 175 122 48 14 1 565 

・放課後児童クラブ整備工事 

  放課後児童クラブ利用者が年々増加傾向にあり、学校の空き教室もないことから旧岩井第一

幼稚園跡地に放課後児童クラブ岩井館を建設する。また、生子館についても建物が老朽化して

いるため、施設整備を実施する。 



 解体工事 建設工事 計 

放課後児童クラブ岩井館 26,455,000 円 67,386,000 円 93,841,000 円 

放課後児童クラブ生子館 41,800,000 円 67,903,000 円 109,703,000 円 

（効果） 

  保護者が安心して働けるよう、留守家庭児童の放課後における安全の確保及び健全育成が図

られた。また、施設整備を実施した地域の待機児童を解消することができた。 

（課題） 

  少子化ながら共働き家庭や母子父子家庭の増加により、入所希望者が増加している。また、

放課後児童支援員の確保、研修等の充実を図る必要がある。 

 

○認定こども園ふたば運営に要する経費（03020602） 77,542,057 円（74,942,877 円）  

決算書 P174 

〈国・県：966,000 円 その他：36,146,321 円 一財：40,429,736 円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国補：一時預かり事業費補助金                    483,000 円 

・県補：一時預かり事業費補助金                     483,000 円 

・使用料：認定こども園ふたば保育料                 29,005,050 円 

  ・負担金：一時預かり保護者負担金                     466,781 円 

  ・負担金：延長保育保護者負担金                         197,100 円 

・負担金：通園バス保護者負担金                     388,000 円 

  ・負担金：預かり保育保護者負担金                   555,150 円 

・諸収入：管外保育受託収入                     2,085,740 円 

・諸収入：認定こども園給食費等保護者納付金             3,448,500 円 

（目的） 

  小学校就学前の乳幼児に対し、保育指針、幼稚園教育要領に基づく一貫した保育及び教育を

実施し、併せて延長保育、預かり保育、障がい児保育などの子育て支援を図る。 

（内容） 

  幼保連携型認定こども園として 0 歳児から就学前の児童に対して一貫した教育保育の提供を

行い、園児が安全で健康に過ごせる環境づくりに努めるとともに、保育教諭の意識改革に努め

ながら、園児個々の発達に合わせた教育保育を実施した。  

  （R2.3.31 入園数 214 人） 

（効果） 

地域に開かれた施設として、音楽コンサートなど様々な交流の場を設けて地域との関りをも

つことができた。幼稚園・保育所の両方の機能をもつ幼保連携型認定こども園として、保護者

の就労形態にかかわらず幼児に一貫した教育保育を行うことができた。 

 

○一時預かり事業（ふたば）に要する経費（03020603） 150,219 円（153,518 円） 決算書 P178 

〈国・県：100,000 円 その他：50,219 円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国補：一時預かり事業費補助金                      50,000 円 

・県補：一時預かり事業費補助金                      50,000 円 

  ・負担金：一時預かり保護者負担金                     50,219 円 

（目的） 

  常日頃、保育所を利用していない家庭において、突発的な事情や社会参加、保護者の育児疲

れなど、家庭での保育が困難な場合に一時的に児童を預かり需要に応じた保育サービスを提供

する。 



（内容） 

  利用人数 延べ 257 人（0歳児 1人、1歳児 211 人、2歳児 45 人） 

（効果） 

  一時預かり保育を開設することで、一時的に子どもを預かってほしい保護者の子育て家庭の

一助となった。 

 

○地域子育て支援センター（ふたば）に要する経費（03020604） 521,055 円（655,480 円）  

決算書 P178 

〈国・県：346,000 円 一財：175,055 円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国補：地域子育て支援拠点事業費補助金                        173,000 円 

  ・県補：地域子育て支援拠点事業費補助金                         173,000 円 

（目的） 

  子育て親子の交流の場の提供、子育て相談・援助・情報の提供を実施し、月ごと季節ごとに

事業を計画して、園児との交流及び地域住民とのふれ合いの場として支援する。 

（内容） 

  利用人数 延べ 4,758 人（延べ 2,240 組） 

（効果） 

  少子化、核家族による子育ての孤立化、育児不安・負担感を解消する手助けとなるように、

子育て中の親子が気軽に集える相互交流等の場や情報の提供をすることができた。 

 

○認定こども園ひまわり運営に要する経費（03020605） 78,587,590 円（78,883,969 円）  

決算書 P178 

〈国・県：1,064,000 円 その他：33,585,233 円 一財：43,938,357 円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国補：一時預かり事業費補助金                    532,000 円 

・県補：一時預かり事業費補助金                    532,000 円 

・使用料：認定こども園ひまわり保育料                28,407,850 円                              

  ・負担金：一時預かり保護者負担金                    610,833 円 

・負担金：延長保育保護者負担金                    147,800 円   

・負担金：通園バス保護者負担金                     549,000 円 

・負担金：預かり保育保護者負担金                   333,650 円 

・諸収入：管外保育受託収入                      156,300 円 

・諸収入：認定こども園給食費等保護者納付金             3,379,800 円 

（目的） 

  小学校就学前の乳幼児に対し、保育指針、幼稚園教育要領に基づく一貫した保育及び教育を

実施し、併せて延長保育、預かり保育、障がい児保育などの子育て支援を図る。 

（内容） 

  幼保連携型認定こども園として 0 歳児から就学前の児童に対して一貫した教育保育の提供を

行い、園児が安全で健康に過ごせる環境づくりに努めるとともに、地元シニアクラブとの多岐

にわたる交流や、園児個々の発達に合わせた教育保育を実施した。  

  （R2.3.31 入園数 217 人） 

（効果） 

特色ある事業として八木節を取り入れ、様々な交流機会をもちながら地域との関りをもつこ

とができた。幼稚園・保育所の両方の機能をもつ幼保連携型認定こども園として、保護者の就

労形態にかかわらず幼児に一貫した教育保育を行うことができた。 



○一時預かり事業（ひまわり）に要する経費（03020606） 169,167 円（242,086 円）  

決算書 P182 

〈国・県：112,000 円 その他：57,167 円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国補：一時預かり事業費補助金                      56,000 円 

・県補：一時預かり事業費補助金                      56,000 円 

  ・負担金：一時預かり保護者負担金                     57,167 円 

（目的） 

  常日頃、保育所を利用していない家庭において、突発的な事情や社会参加、保護者の育児疲

れなど、家庭での保育が困難な場合に一時的に児童を預かり需要に応じた保育サービスを提供

する。 

（内容） 

  利用人数 延べ 320 人（0歳児 49 人、1歳児 118 人、2歳児 153 人） 

（効果） 

  一時預かり保育を開設することで、一時的に子どもを預かってほしい保護者の子育て家庭の

一助となることで、安心して子育てができる環境整備と福祉の向上が図れた。 

 

○地域子育て支援センター（ひまわり）に要する経費（03020607） 548,840 円（542,741 円）  

決算書 P184 

〈国・県：364,000 円 一財：184,840 円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国補：地域子育て支援拠点事業費補助金                      182,000 円  

  ・県補：地域子育て支援拠点事業費補助金                        182,000 円 

（目的） 

  子育て親子の交流の場の提供、子育て相談・援助・情報の提供を実施し、月ごと季節ごとに

事業を計画して、園児との交流及び地域住民とのふれ合いの場として支援する。 

（内容） 

  利用人数 延べ 4,350 人（延べ 2,023 組） 

（効果） 

  少子化、核家族による子育ての孤立化、育児不安・負担感を解消する手助けとなるように、

子育て中の親子が気軽に集える相互交流等の場や情報の提供をすることができた。 

 

〇通園通学バス運行業務に要する経費（10010204） 24,797,051 円（30,153,497 円）  

    決算書 P282 

［教育委員会 学校教育課 所管 13,243,051 円含む］ 

〈その他：1,610,000 円 一財：23,187,051 円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・負担金：通園バス保護者負担金      260,000 円 

  ・負担金：通学バス保護者負担金     1,349,000 円 

  ・負担金：通学バス保護者負担金過年度分   1,000 円 

（目的） 

  幼稚園の統廃合により遠距離通園となった園児の通園を支援する。 

（内容） 

  ・通園バス運行業務委託料                      11,554,000 円 

   期間：令和元年から令和 3年まで 

 



（効果） 

  通園バスを運行することにより、保護者の負担軽減を図れた。 

 

〇幼稚園管理運営に要する経費（10040102） 10,630,051 円（10,251,427 円） 決算書 P304 

［教育委員会 学校教育課 所管 125,000 円含む］ 

〈その他：2,404,390 円 一財：8,225,661 円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

・使用料：幼稚園保育料                         611,500 円 

・負担金：預かり保育保護者負担金                    697,200 円 

・負担金：日本スポーツ振興センター保護者負担金              8,190 円 

・諸収入：幼稚園給食費保護者納付金                  1,087,500 円 

（目的） 

  家庭との連携を図りながら幼稚園生活を通して、生きる力の基礎を育成するよう学校教育法 

に規定する幼稚園教育の目標を達成するための教育活動の支援に努める。 

（内容） 

  ・幼稚園 定員 75 名 

  ・教育内容の充実 

  ・食育の推進（収穫体験） 

  ・預かり保育事業 

  ・支援を必要とする幼児の教育 

（効果） 

  地域との関わりを持ちながら、教育活動を行うことができた。 

 

〇幼稚園就園奨励に要する経費（10040201） 9,256,240 円（19,828,140 円） 決算書 P308 

［総務部 総務課 所管 43,740 円含む］ 

〈国・県：3,070,000 円 一財：6,186,240 円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国補：幼稚園就園奨励費補助金                   3,070,000 円 

（目的） 

  私立幼稚園に就園する園児の保護者に対し、保育料の負担を軽減し、幼稚園教育の振興を図る。 

（内容） 

  ・私立幼稚園就園奨励費補助金      9,212,500 円 

    所得額に応じて保護者の保育料の負担軽減を図るため補助を行う。 

    対象者 124 人 

（効果） 

  保育料の一部を補助することにより、保護者の負担軽減が図れた。 

 

〇未移行私立幼稚園施設利用費等給付に要する経費（10040202） 24,243,000 円（新規事業）  

決算書 P308 

〈国・県：18,711,625 円 一財：5,531,375 円〉 

＊特定財源積算根拠 

・国負：子育てのための施設等利用給付費負担金             12,336,000 円 

・国補：実費徴収に係る補足給付を行う事業費補助金           222,000 円 

・県負：子育てのための施設等利用給付費負担金            5,780,625 円 

・県補：実費徴収に係る補足給付を行う事業費補助金           373,000 円 

 



（目的） 

幼児教育の需要に応えるため幼稚園に補助金を交付することにより、保護者の負担を減らし

教育活動の支援に努める。 

（内容） 

 １．実費徴収に係る補足給付事業費補助金                 1,120,500 円 

    未移行幼稚園の給食費を国基準により交付し、保護者の負担を軽減する。 

 ２．未移行私立幼稚園施設等利用給付費                 23,122,500 円 

    未移行幼稚園に対して支払われる給付で、保護者に代わって施設が代理受領し幼児期の

教育の質の向上を図る。 

（効果） 

  補助を行うことにより、保護者の負担が減り、教育の向上を図ることができた。 

 

〇幼稚園施設整備に要する経費（10040302） 40,343,180 円（1,204,740 円） 決算書 P308 

［教育委員会 学校教育課 所管 39,727,580 円含む］ 

〈国・県：5,203,000 円 一財：35,140,180 円〉 

＊特定財源積算根拠 

・国補：学校施設環境改善交付金        5,203,000 円 

（目的） 

  幼稚園生活に必要な身の回りの備品を整備し、教育活動の支援に努める。 

（内容） 

  園児用机  １５台 

（効果） 

  備品を整備することにより、教育活動を行う環境整備と福祉の向上が図れた。 

 

［保健福祉部 介護福祉課 所管］ 

○高齢福祉事務に要する経費（03010301） 49,912,860 円（50,159,561 円） 決算書 P152 

 [企画部 企画課 所管 14,341,000 円含む] 

〈国・県：2,075,000 円 一財：47,837,860 円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・県補：地域包括ケアシステム構築支援事業費補助金                      975,000 円 

・県補：老人クラブ活動等事業費補助金                                1,100,000 円 

（内訳）老人クラブ事業費                             881,000 円 

        市町村老人クラブ連合会活動促進助成            219,000 円 

（目的） 

  高齢者が健康で生きがいを持って生活できるよう、各種事業を実施し、福祉サービスを提供

する。 

  高齢者の豊富な経験・知識能力等を地域社会に役立ててもらうことにより、明るく健康的な

地域社会づくりを推進する。 

（内容） 

   ・高齢者と子どものふれあい事業 3クラブ                  90,000円 

  ・地域ケアシステム推進事業委託料                                    4,900,000円 

  ・高齢者歩行補助車購入助成事業（補助対象者数38人）                     225,088円 

  ・市シニアクラブ連合会補助金                                           986,620円 

  ・市単位シニアクラブ活動補助金(78クラブ)                             3,034,900円 

  ・高年齢者労働能力活用事業費補助金(シルバー人材センター）           10,000,000円 



  ・ひとり暮らし高齢者「愛の定期便」事業（対象者319人）          4,090,008円 

  ・ねたきり高齢者等介護慰労金支給事業                         3,780,000円 

      介護慰労金（20,000円） 189人 

  ・ひとり暮らし高齢者等福祉タクシー利用助成事業                      2,654,220円 

交付者328人  利用実績 3,614枚 

（効果） 

  地域社会の中で、高齢者が元気で生きがいをもって安定した生活が送れるように、各種福祉 

サービスを実施することにより高齢福祉の充実を図ることができた。 

 

○老人ホーム入所措置に要する経費（03010302） 14,897,777 円（14,754,211 円） 決算書 P154 

〈その他：1,823,592 円 一財：13,074,185 円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・負担金：老人ホーム入所措置費扶養者負担金 1,823,592 円 

（目的） 

  生活環境や経済的な理由により居宅での生活が困難な高齢者を施設に入所措置を行うことに

より、その心身の健康と生活の安定を図る。 

（内容） 

   ・養護老人ホーム措置費（老人ホーム入所者 8人、ショートステイ 2人） 14,892,777 円 

（効果）  

経済的、環境的に困難な高齢者を養護老人ホームに措置することにより、当該高齢者の生活

の安定と、高齢者福祉の向上が図れた。 

 

○敬老事業に要する経費（03010303） 23,829,752 円（22,728,406 円） 決算書 P156 

 [総務部 総務課 所管 56,160 円含む] 

〈一財：23,829,752 円〉 

（目的） 

  長年にわたり地域・社会の発展に貢献してきた高齢者を敬愛し、長寿をたたえる敬老会の実

施や祝金を支給することにより、長寿を祝福するとともに、市民に高齢者の福祉について関心

と理解を深めることができる。 

（内容） 

・長寿祝報償金 （100 歳到達者 6名・101 歳以上長寿者 18 名）                297,250 円 

・敬老会                                                               8,582,502 円 

（内訳）敬老報償費（記念品、抽選会景品等）                        6,710,855円 

        旅費（記念品配付）                            74,000円 

需用費（消耗品費、食糧費、印刷製本費）                1,505,879円 

その他（手数料、筆耕翻訳料、音響委託料、トラック借上料）      235,608円 

電算関係（招待状）                                        56,160円 

・敬老祝金                                                            14,950,000円 

対象者 金額（円） 人数（人） 計（円） 

77 歳 10,000 563 5,630,000 

88 歳 30,000 274 8,220,000 

99 歳 50,000 22 1,100,000 

合計  859 14,950,000 

（効果） 

市民の敬老意識を高めることができた。 

 



○介護予防生活支援に要する経費（03010304） 691,084 円（754,000 円） 決算書 P156 

〈一財：691,084 円〉 

（目的） 

  長年住み慣れた地域社会の中で引き続き生活ができるよう、ひとり暮らしの高齢者やねたき

りの高齢者等に対して、各種サービスを提供することにより、高齢者の不安を軽減し、心身の

安定を図ることができる。また、要介護者をかかえる家族の経済的な負担や精神的な負担も軽

減することができる。 

（内容） 

  ・ねたきり高齢者等理髪サービス助成事業（交付者 167人 利用実績 323枚）   646,000円 

（効果） 

ねたきり高齢者や認知症高齢者及び介護家族に対する各種サービスにより、当該家族の経済

的、精神的負担の軽減を図ることができた。 

 

○介護保険事業に要する経費（03010305） 613,648,523 円（618,892,872 円） 決算書 P156 

〈国・県：20,025,025 円 一財：593,623,498 円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国負：介護保険低所得者保険料軽減負担金                  11,813,350 円 

  ・国補：地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金               2,305,000 円 

  ・県負：介護保険低所得者保険料軽減負担金                  5,906,675 円 

（目的） 

  低所得者が介護保険のサービスを利用しやすいよう自己負担額の一部を助成するとともに、

高齢者施設利用者の安全・安心を確保するため、老朽化に伴う大規模修繕等の費用を助成する。

また、介護保険事業を実施するために必要な経費を特別会計に繰出す。 

（内容） 

・介護サービス利用者負担助成事業費（該当者延 2,854 人）         4,629,523 円 

・地域介護・福祉空間整備推進補助金（１施設）              2,305,000 円 

・介護保険特別会計繰出金                        606,714,000 円 

（効果） 

低所得者の負担軽減を図るとともに、老朽化施設の外壁防水工事の助成を行った。また、安

定して介護保険事業を実施できた。 

 

○緊急通報システム設置に要する経費（03010306） 2,551,121 円（2,884,464 円） 決算書 P158 

〈一財：2,551,121 円〉 

（目的） 

  ひとり暮らし等の高齢者が急病・事故など緊急時に消防署へ瞬時に通報できるシステムを設

置することにより、安心して在宅で生活することができる。 

（内容） 

・緊急通報システム管理委託料（25台）                                     297,000円 

・緊急通報事業費負担金（茨城西南地方広域市町村圏事務組合負担金）     260,000円 

・緊急通報システム設置費（22台）（修理費含む）                           1,994,121円 

（効果） 

ひとり暮らし高齢者が安心して日常生活を送ることができた。 

 

○岩井福祉センター運営に要する経費（03010601） 30,840,366 円（32,340,000 円）  

決算書 P160 

〈その他：120,000 円 一財：30,720,366 円〉 



＊特定財源積算根拠 

  ・使用料：行政財産使用料                        120,000 円 

（目的） 

  地域における福祉活動の拠点として、地域住民の福祉ニーズに応じた各種相談、情報提供等

の福祉サービス等を総合的に提供し、地域住民の福祉の増進及び福祉意識の高揚を図る。 

（内容） 

  岩井福祉センター施設等の維持管理、利用許可及び利用料金に関する業務を行う。 

 ・委託料：施設運営管理委託料                                         30,840,366 円 

（効果） 

地域住民の福祉の増進及び福祉意識の高揚を図ることができた。 

 

○猿島福祉センター運営に要する経費（03010602） 40,591,554 円（43,063,000 円）  

決算書 P160 

〈一財：40,591,554 円〉 

（目的） 

地域における福祉活動の拠点として、地域住民の福祉ニーズに応じた各種相談、情報提供等

の福祉サービス等を総合的に提供し、地域住民の福祉の増進及び福祉意識の高揚を図る。 

（内容） 

猿島福祉センター施設等の維持管理、利用許可及び利用料金に関する業務を行う。 

 ・委託料：施設運営管理委託料                                  40,591,554 円 

（効果） 

地域住民の福祉の増進及び福祉意識の高揚を図ることができた。 

 

［保健福祉部 健康づくり推進課 所管］ 

○精神保健事業に要する経費（04010103） 457,399 円（445,642 円） 決算書 P188 

〈一財：457,399 円〉 

（目的） 

  心の健康について正しい知識を持ち、精神的な疾病の予防と精神障がい者の地域生活支援や

社会参加を促進する。 

（内容） 

  こころの健康相談            11回、延べ25人 

  随時相談                 電話相談・面接・訪問等延べ95件 

（効果） 

  心の健康についての理解が深まり予防・治療へとつながった。また精神障がい者の社会復帰

への支援ができた。 

 

○献血推進に要する経費（04010104） 106,880 円（64,800 円） 決算書 P190 

〈一財：106,880 円〉 

（目的） 

  安全な血液製剤の安定供給を確保するため、市民への理解を深め血液不足の解消を図る。 

（内容） 

  献血協力企業や市役所において移動採血車による献血を 23 日実施した。 

  200m1 18 人、400m1 999 人(申込者 1,160 人)の市民の協力を得ることができた。 

（効果） 

  多くの市民の協力を得て、慢性的な血液不足解消に寄与することができた。 



○休日医療対策に要する経費（04010105） 23,513,000 円（30,180,000 円） 決算書 P190 

〈一財：23,513,000 円〉 

（目的） 

  第一次救急医療体制の在宅当番医制による救急患者の診療体制と第二次救急医療体制として、

休日及び夜間における入院治療を必要とする重症救急患者の医療の確保を図る。 

（内容） 

  ・在宅当番医制運営事業：祝祭日、年末年始等における市民の急病患者の医療を確保するた 

め市内 13 医療機関の協力を得て実施した。（受診者数 868 人） 

 ・病院群輪番制運営事業：坂東市、古河市、下妻市、常総市、八千代町、五霞町、境町の 4 

              市 3 町が共同で西南広域内 7 病院の協力により第二次救急医療業

務を実施した。 

・小児医療輪番制運営事業：坂東市、古河市、下妻市、常総市、八千代町、五霞町、境町の

4 市 3 町が共同で茨城西南医療センター病院・友愛記念病院・

古河赤十字病院・古河総合病院の協力により実施した。（受診者

数 491 人） 

（効果） 

  救急患者及び重症救急患者の必要とする医療機関の安定化を図り、休日又は夜間における第

二次救急医療体制を整えることにより安全・安心な市民生活を確保することができた。 

 

○予防接種に要する経費（04010201） 99,599,815 円（99,008,014 円） 決算書 P190 

〈国・県：2,322,000 円 一財：97,277,815 円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・国補：特定感染症検査等事業費補助金     2,322,000 円 

（目的） 

感染の恐れがある疾病の発生やまん延を防止するため、各医療機関の協力を得て予防接種を

行い、公衆衛生の向上を図る。 

（内容）  

  【Ａ類疾病】  ヒブ           接種件数  1,211 件 

         小児用肺炎球菌      接種件数  1,224 件 

四種混合         接種件数  1,244 件 

二種混合         接種件数    448 件 

ＢＣＧ          接種件数   293 件 

          不活化ポリオ       接種件数    1 件 

         麻しん          接種件数    0 件 

         風しん          接種件数    0 件 

          麻しん風しん混合     接種件数   673 件 

日本脳炎         接種件数   1,540 件 

子宮頸がん        接種件数    4 件 

水痘           接種件数   574 件 

Ｂ型肝炎         接種件数   847 件 

  【Ｂ類疾病】 高齢者インフルエンザ   接種件数  7,367 件  

高齢者肺炎球菌      接種件数   532 件 

【成人男性】 抗体検査         受検件数   536 件 

麻しん風しん混合     接種件数   123 件 

風しん          接種件数    4 件 

 



  【任意接種】 小児インフルエンザ    接種件数  2,839 件 

         成人麻しん風しん混合   接種件数    30 件 

（効果） 

  個別接種通知を行い、接種率向上に努めたことにより、感染症発生予防につながった。 

  高齢者を対象にインフルエンザ及び肺炎球菌予防接種の助成を行ったことにより、インフル

エンザのまん延、または肺炎による重症化を防ぐことができた。 

 

○健康増進事業に要する経費（04010202） 71,868,989 円（76,646,044 円） 決算書 P192 

〈国・県：3,682,012 円 その他：19,000 円 一財：68,167,977 円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・国補：新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業費補助金  939,000 円 

 ・県補：健康増進事業費補助金                     2,295,000 円 

・県補：がん予防・検診促進事業費補助金              429,000 円 

・県委：肝炎治療費助成事業委託金                 19,012 円 

 ・諸収入：各種検診個人負担金            38 人×500 円＝19,000 円 

（目的） 

   成人を対象に各種健診（検診）、健康教育、健康相談、訪問指導を通し、市民の健康意識を高

め、心身ともに健康で豊かな生活を送ることができるよう支援することを目的とする。 

（内容） 

  ・胃がん検診  16 日 1,768 人 

 ・大腸がん検診・結核検診・前立腺がん検診・肝炎検査・肺がん検診・喀痰検査・特定健診

に準ずる健診  40 日 大腸 5,669 人、結核 6,907 人、肺がん 6,514 人、喀痰 60 人、前

立腺 2,205 人、肝炎 438 人、特定健診に準ずる健診 409 人 

  ・口腔機能測定   2 日 107 人 

  ・乳がん検診  集団検診 

マンモグラフィ 24日 1,247人 

            超音波          25日 1,439人 

           医療機関検診             558人 

  ・子宮がん検診 集団検診       25 日  2,053 人 

医療機関検診  頸がん    492 人 

    頸部＋体がん      9 人 

  ・骨粗鬆症検診            2 日    241 人 

  ・健康相談（健診結果、病態別） 95 回 1,061 人 

  ・健康教育（出前講座 生活習慣病予防、健康づくりの講話）  36 回 3,311 人 

  ・特定保健指導面接     339 人  

  ・特定保健指導継続支援 運動教室  7日 運動指導士による講話と実践  130人 

               栄養教室  6日  栄養士による講話        125人 

  ・がん検診推進事業 

     特定の年齢に達した方に対して、無料クーポン券を送付し受診の促進を図った。 

     子宮頸がん検診  14 人（再掲） 

     乳がん検診    97 人（再掲） 

  ・茨城県肝炎治療費助成事業の申請受付   8 人 

（効果） 

   各健診（検診）を実施することで、疾病の早期発見、早期治療につながった。また、健康教

育、健康相談、訪問指導を実施することで、市民の健康管理、健康づくりへの意識が高まり、

生活習慣病予防へつながった。 



○母子保健事業に要する経費（04010203） 41,666,330 円（43,739,997 円） 決算書 P196 

［保健福祉部 こども課 所管 69,000 円含む］ 

〈国・県：10,135,206 円 その他：321,650 円 一財：31,209,474 円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・国負：未熟児養育医療費負担金                   352,804円 

 ・国補：乳児家庭全戸訪問事業費補助金                509,000円 

 ・国補：養育支援訪問事業費補助金                  48,000円 

 ・国補：利用者支援事業費補助金                  3,161,000円 

 ・国補：産婦健康診査事業補助金                  1,296,000円 

 ・国補：妊娠・出産包括支援事業補助金                 60,000円 

 ・国補：母子保健情報連携システム改修事業補助金           814,000円 

・県負：未熟児養育医療費負担金                    176,402円 

 ・県補：利用者支援事業費補助金                  3,161,000円 

  ・県補：乳児家庭全戸訪問事業費補助金                509,000円 

 ・県補：養育支援訪問事業費補助金                  48,000円 

  ・負担金：未熟児養育医療費負担金                  112,850円 

・諸収入：各種検診個人負担金（乳歯フッ素塗布負担金） 522人×400円= 208,800円 

（目的） 

  妊産婦・乳幼児を対象に各乳幼児健診・相談・教室・訪問・子育て世代包括支援センター事

業等を実施し、子どもの健やかな心身の成長発達を促すとともに、養育者の育児不安の軽減、

しいては虐待の予防を図ることを目的とする。 

（内容） 

  ・母子健康手帳交付 282 件 

  ・委託医療機関での妊婦(14 回)・産婦（2回）・乳児(2 回)健康診査  

妊婦 3,358 人 産婦 524 人 乳児 469 人 

  ・乳幼児健診・育児相談等の個別対応実施 （受診者/回数/受診率） 

3 か月児健診：280 人/12 回/94.0％  1 歳 6 か月児健診：304 人/11 回/97.7％ 2 歳児歯

科検診：295 人/11 回/89.9％ 3 歳児健診：302 人/11 回/96.8％ ひよこサロン：80 人/11

回 すくすくサロン 149 人/11 回 乳幼児相談：227 人/11 回 

   ・マタニティ・ファミリークラス：59 人/11 回  

・離乳食教室：81 組/12 回  

・ペアレントトレーニング：36 人/8 回 

  ・心理士、理学療法士による発達相談・指導：86 人/24 回  

  ・家庭訪問指導（妊産婦、新生児、乳幼児、心身障害児）：730 人 

・歯みがき教室：696 人/8 回  

  ・思春期保健：赤ちゃんふれあい体験教室 13 人/1 回 思春期の講話 1,235 人/21 回 

  ・出前講座等：食育や子供の健康についての講話 122 人/4 回 

  ・未熟児養育医療費の給付： 実 5人、延 9件 

  ・不妊治療費助成金の交付：実 17 人、延 27 件 

  ・産後ケア：宿泊実 1人、延 1件、日帰り実 1人、延 3件、訪問 0件 

（効果） 

  妊産婦の健康管理、乳幼児の疾病予防の早期発見につながった。 

  乳児家庭全戸訪問により、養育環境に問題のある家庭を早期に把握することが出来、支援に 

つながった。 

  未熟児養育医療費の給付・不妊治療費助成金の交付により、対象者の経済的負担の軽減が図 

れた。 



○健康づくり推進に要する経費（04010301） 1,980,211 円（1,689,891 円） 決算書 P200 

〈一財：1,980,211 円〉 

（目的） 

健康増進を図り生活習慣病等の発病を予防し、健やかで心豊かに生活できる健康づくりを促

進し、健康寿命の延伸を図る。24 時間の電話相談体制を整え、健康増進・救急医療体制の情報

サービスを充実する。 

（内容） 

  ばんどうホットライン２４では、電話で健康づくり、健康管理、出産・育児などあらゆる相

談、医療機関情報など、専門家により 24 時間適切なアドバイスを行う。 

相談件数 1,116 件 利用内訳内容 ：健康 15 件 医療 476 件 介護 80 件 育児 115 件 

                     医療機関案内 86 件 メンタルヘルス 287 件  

その他 57 件 

  健康まつりの開催  参加者：1,000 人 

  歩こう会の実施   参加者：368 人 

（効果） 

  24 時間年中無休体制により、利便性があり的確な対応がとれることで、市民の安心な子育て・

安心な生活の確保ができた。 

  また、健康づくりの意識を啓蒙するイベントを行うことにより、市民の健康づくりの意識を

高めることができた。 

 

○食生活改善に要する経費（04010302） 501,314 円（449,538 円） 決算書 P200 

〈一財：501,314 円〉 

（目的）  

  市民が健康に毎日を過ごせるよう良い食習慣の普及活動を推進する。 

生活習慣病を予防し健康で豊かな人間性を育むために、地域において計画的に食育を推進する。 

（内容） 

  ・高血圧予防等についての中央研修会を 5回開催し 188 人に実施した。 

  ・高齢者の健康・食事についての料理教室を 7回開催し 122 人に指導した。 

・健康まつりで、試食提供を行った（433 人）。公民館まつりでヘルシーご飯と減塩味噌汁の

試食提供を行った（388 人）。 

・乳幼児健診でのおやつづくり 11 回 302 人に指導した。 

・食文化伝承事業を 1回開催し、11 人に指導した。 

（効果） 

  食生活改善推進員が、地区の人たちと生活習慣病予防の話し合いや料理講習会を行うなど、   

 地区伝達活動を行い、地域の人たちの食育をとおした健康増進に結びついた。 


